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第 1 章 計画策定の趣旨等 
 
第 1 計画策定の趣旨 

介護保険制度は平成 12 年（2000 年）に創設されてから 20 年以上が経過し、高齢者の暮らしを支

える制度として定着しています。 

計画期間中の令和 7 年（2025 年）には団塊の世代が全員 75 歳以上となり、また、高齢者人口のピ

ークを迎える令和 22 年（2040 年）を見通すと、85 歳以上の人口が急増し、医療・介護双方のニーズ

を有する高齢者など、様々なニーズのある要介護高齢者が増加する一方、15 歳から 64 歳までの生産

年齢人口は急減することが見込まれています。 

こうしたことから、中⾧期的な人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整

備するとともに、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を

図るための具体的な施策を展開していくことが求められています。 

このような状況を踏まえ、地域包括ケアシステムの推進を図り、すべての人が地域、暮らし、生き

がいを共に創り高めあう「地域共生社会」の実現に向けて、令和 6 年度から令和 8 年度を計画期間と

する「第 9 期昭和村高齢者福祉計画・昭和村介護保険事業計画」を策定します。 

 
第 2 計画の位置づけ 

□1 計画の位置づけ 

   本計画は、老人福祉法（第 20 条の 8）に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法  

（第 117 条）に基づく「市町村介護保険事業計画」を一体のものとして策定するものです。 

また、令和 6 年 1 月に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法（以下、 

認知症基本法）」では、市町村における認知症施策推進計画の策定が努力義務とされたことから、 

認知症基本法（第 13 条）に基づく「市町村認知症施策推進計画」についても盛り込むこととし 

ます。 

 

□2 上位計画・関係計画との関係 

    本計画は、将来における本村のあるべき姿と進むべき方向性について、基本的な指針を定めた 

最上位計画である「昭和村振興計画」、福祉の村づくりを示す総論的な計画である「昭和村地域 

福祉計画」や福祉関連の各種個別計画との整合性を図った上で策定します。 
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第 3 計画期間 

  本計画は、3 年ごとに見直しを行うこととし、令和 6 年度から令和 8 年度までの 3 か年を第 9 期計 

画として、令和 5 年度に策定します。 

 
 
 
 
 
                 令和 7 年(2025)              令和 22 年(2040) 

▲                     ▲ 

              団塊の世代が 75 歳以上に        団塊ジュニア世代が 65 歳以上に 

 

第 4 計画の策定体制 

  本計画の策定にあたっては、「第 6 次昭和村振興計画」や「昭和村地域福祉計画」で掲げられた 

 基本理念・方針をもとに、第 8 期高齢者福祉計画・第 8 期介護保険事業計画の評価分析を行うと 

ともに、高齢者の生活実態や介護保険事業の需要などの把握を目的に全高齢者に対して「日常生 

活圏域ニーズ調査」を、介護サービスの在り方を検討することを目的に在宅で要支援・要介護認定 

を受けている方を対象に「在宅介護実態調査」及びケアマネジャーへ「在宅生活改善調査」を実施

しました。 

また、計画策定においては、福島県や関係部署と連携を図るとともに、本村の福祉全般を審議する 

保健福祉審議会での検討を経て、現状と今後の展望を踏まえながら計画を策定しました。 

 

第 2 章 本村高齢者を取り巻く現状 
 
第 1 高齢者等の現状 

□1 人口構成の状況 

    本村の総人口は、昭和 30 年（1955 年）の 4,810 人をピークに減少に転じており、平成 12 年 

（2000 年）に 2,000 人を割り、令和 5 年 10 月時点では 1,154 人となっています。 

    総人口に対する人口構成別の割合をみると、年少人口（0～14 歳人口）は、平成 22 年の 6.9％ 

から令和 5 年に 5.7％（1.2 ポイント減）へ、生産年齢人口（15～64 歳人口）は、平成 22 年の 

39.9％から令和 5 年に 38.5％（1.4 ポイント減）へと減少しています。 

    一方、高齢者人口（65 歳以上人口）は、平成 22 年の 53.2％から令和 5 年に 55.8％（2.6 

ポイント増）に増加しており、そのうち特に要介護状態になりやすい 75 歳以上人口は、平成 22 

年と比較して平成 27 年は増加したものの、令和 5 年に 35.4％と減少傾向にあります。 

    次に本村の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人口の割合）をみると、令和 5 年で  

55.8％となっており、国や県と比較しても大きく上回っています。 

 

第 8 期計画 

令和 3 年度～5 年度 
（2021～2023） 

第 9 期計画 

令和 6 年度～8 年度 
（2024～2026） 

第 10 期計画 

令和 9 年度～11 年度 
（2027～2029） 
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5.7%

5.3%

6.4%

6.9%

38.5%

39.1%

38.7%

39.9%

20.4%

19.3%

17.7%

18.1%

35.4%

36.3%

37.1%

35.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和5年

令和2年

平成27年

平成22年

0～14歳人口 15～64歳人口 65～74歳人口 75歳以上人口

□□□人口構成別状況 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成 22 年、平成 27 年、令和 2 年は国勢調査、令和 5 年は 10 月 1 日現在推計人口 

 

□□□本村の高齢者等の状況と国・県との比較 

区  分 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 5 年 

村 

総人口（人） 1,500 1,322 1,246 1,154 

65 歳以上（人） 798 725 693 644 

 
65～74 歳（人） 271 234 241 235 

75 歳以上（人） 527 491 452 409 

高齢化率（％） 53.2 54.8 55.6 55.8 

国 高齢化率（％） 23.0 26.6 28.8 29.1 

県 高齢化率（％） 25.0 28.7 31.7 33.3 

（注）平成 22 年、平成 27 年、令和 2 年は国勢調査、令和 5 年は 10 月 1 日現在推計人口 

 
□2 要支援・要介護者の状況 

    要支援・要介護認定者数は、平成 29 年に介護予防・日常生活支援総合事業が開始したことに

伴い 132 人に減少したものの、その後は微増傾向にあります。 

    また、要介護度別で比較すると、要介護 3、要介護 4 が増加傾向にあります。 

    次に 65 歳以上の高齢者に対する要支援・要介護認定者の割合である認定率をみると、令和 

元年以降は 22％を超え、増加傾向にあります。 
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H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

村

県

国

要支援・要介護認定者数 

  H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 

認定者数  161 132 141 155 158 155 163 156 

 要支援１  30 11 16 22 28 21 13 14 

 要支援２  23 5 7 16 8 10 17 18 

 要介護１  19 23 27 18 24 23 20 17 

 要介護２  24 22 22 20 28 27 28 25 

 要介護３  27 36 32 35 30 29 40 38 

 要介護４  21 20 23 30 29 34 36 36 

 要介護５  17 15 14 14 11 11 9 8 

認定率  21.9 18.1 19.8 22.0 22.9 22.8 24.1 24.2 

 福島県  18.9 18.9 19.0 19.1 19.2 19.3 19.3 19.2 

 全国  17.9 18.0 18.0 18.3 18.4 18.7 18.9 19.0 

（注）各年 3 月末の介護保険事業状況報告月報数値 

    出典：厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 

□□□ 

要支援・要介護認定者数（グラフ） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）各年 3 月末の介護保険事業状況報告月報数値 

    出典：厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 

□□□ 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

9.7% 67.7% 16.8%

1.4%

4.4%

とても良い まあまあ良い あまり良くない 良くない 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15.0% 28.8% 34.1% 18.9% 3.2%

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

□第 2 高齢者の日常生活と社会参加の状況  

本村が実施した日常生活圏域ニーズ調査結果による高齢者の日常生活と社会参加の状況は次の 

とおりとなっています。 

 ※調査期間  令和 5 年 1 月 25 日～2 月 15 日 

  調査対象者 令和 5 年 1 月 1 日現在 65 歳以上で要介護 1～5 の介護認定を受けていない方 

  回収率   83.9％（回答者 434 名／調査対象者 517 名） 

 

□1 日常生活の状況 

□□□‣健康状態 

調査対象者の現在の主観的健康観をみると、「まあよい」が 67.7％と最も多く、次いで「あま 

りよくない」の 16.8％、「とてもよい」の 9.7％などとなっており、77.4％の方は健康であると回 

答しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
□□□‣外出の頻度  

    外出頻度をみると「週 2～4 回」が 34.1％と最も多く、次いで「週 1 回」の 28.8％、「週 5 回 

   以上」の 18.9％などとなっています。 

また、「週 1 回」と「ほとんど外出しない」を合わせた週 1 回以下の割合は 43.8％となり、 

令和 2 年度の調査時点では 35.3％だったことから、外出の頻度は少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 
 

「外出を控えている」と回答した方は 37.6％であり、そのうち、新型コロナウイルス感染症を 

その理由に記載された方は 27.0％となっています。 
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41.5%

9.2%

3.2%

59.9%

31.3%

3.7%

7.4%

8.5%

0.0%

1.8%

6.0%

6.7%

1.2%

徒歩

自転車

バイク

自動車（自分で運転）

自動車（人に乗せてもらう）

電車

路線バス

病院や施設のバス

車いす

電動車いす（カート）

歩行器・シルバーカー

タクシー

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

できるし、

している, 

69.8%

できるけど

していない, 

18.0%

できない, 

8.5%

無回答, 

3.7%

できるし、

している, 

71.0%

できるけど

していない, 

20.5%

できない, 

5.8%
無回答, 

2.8%

□□□‣外出する際の移動手段  

    外出する際の移動手段をみると、「自動車（自分で運転）」が 59.9％と最も多く、次いで「徒 

歩」の 41.5％、「自動車（人に乗せてもらう）」の 31.3％などとなっています。 

地理的条件や公共交通機関の未充足分等が、自家用車等に頼らざるを得ない要因であると考 

えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

□ ‣バスや電車を使って１人で外出して      ‣自分で食事の用意をしていますか 

いますか（自家用車でも可） 

   「できる」と回答した割合が 69.8％で、    「できる」と回答した割合が 71.0％で、 

  「できるけどしていない」と回答した割合    「できるけどしていない」と回答した割合は 

 は 18.0％となっています。           20.5％となっています。 

□ 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

64.7% 28.8% 6.5%

ある 思いつかない 無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

57.6% 32.5% 9.9%

ある 思いつかない 無回答

14.5%

9.2%

15.0%

6.0%

15.9%

19.4%

44.0%

31.3%

37.2%

60.8%

36.0%

59.9%

55.1%

53.5%

28.3%

39.9%

45.9%

48.4%

48.2%

47.0%

40.8%

38.5%

38.0%

40.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

地区行事

収入のある仕事

参加している 参加していない 無回答

2 生きがい・社会参加の状況 

□□□‣趣味の有無 

    趣味の有無をみると、「ある」が 64.7％で、「思いつかない」が 28.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

□□□‣生きがいの有無 

    生きがいの有無をみると、「ある」が 57.6％で、「思いつかない」が 32.5％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

□□□‣グループ活動等への参加状況  

グループ活動等への参加状況をみると、「地区行事」が 44.0％と最も多く、次いで「収入の 

ある仕事」の 31.3％などとなっています。また、参加していないと回答した割合も高い状況にあ

ります。 
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週２～３回, 0.5%

月１～３回, 2.3%

年に数回, 11.8%

参加していない, 

54.8%

無回答, 

30.6%

週４回以上, 9.9%

週２～３回, 4.4%

週１回, 0.9%

月１～３回, 4.1%

年に数回, 12.0%

参加していない, 

39.9%

無回答, 

28.8%

週４回以上, 0.5% 週２～３回, 0.5%
週１回, 1.2%

月１～３回, 2.3%

年に数回, 15.0%

参加していな

い, 53.5%

無回答, 

27.2%

週４回以上, 0.2% 週２～３回, 0.5%

週１回, 1.2%
月１～３回, 0.7%

年に数回, 13.4%

参加していない, 

55.1%

無回答, 

29.0%

週２～３回, 0.2%
週１回, 0.2%

月１～３回, 4.4%

年に数回, 39.2%

参加していない, 

28.3%

無回答, 

27.6%

□‣収入のある仕事への参加頻度    □    

                           収入のある仕事への参加頻度をみると、 

                     週 4 回以上が 9.9％、年に数回以上の合計は 

                     31.3％となっています。 

令和 2 年度の調査時点では、週 4 回以上が 

8.3％、年に数回以上の合計は 25.9％だった 

ため、仕事を持つ高齢者が増えています。                

 

 
 

 

 

 
 

 ‣地区行事への参加頻度            ‣老人クラブ活動参加頻度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ‣介護予防事業・通いの場等への参加頻度    ‣ボランティアのグループ活動参加頻度 
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第 3 高齢者の介護の状況 

本村が実施した在宅介護実態調査結果による高齢者の介護の状況は次のとおりとなっています。 

※調査期間  令和 5 年 1 月 25 日～3 月 20 日 

 調査対象者 令和 5 年 1 月 1 日現在要支援、要介護認定を受けていて在宅生活をしている方 

 回収率   55.1％（回答者 38 名／調査対象者 69 名） 

□ 

□□ ‣世帯類型 

世帯類型をみると、「単身世帯」が 28.9％、「夫婦のみ世帯」が 26.3％で合わせると 55.2％ 

   となっています。 

 

  

□□ ‣主な介護者の本人との関係 

家族や親族等から介護を受けていると回答した方について、主な介護者は、「子」が 46.2％ 

   と最も多く、次いで「配偶者」が 42.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.9% 26.3% 44.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=38)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他

42.3%

46.2%

3.8%

0.0%

3.8%

3.8%

0.0%

0% 20% 40% 60%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

合計(n=26)
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□□‣主な介護者の年齢 

家族や親族等から介護を受けていると回答した方について、主な介護者の年齢をみると、 

「60 代」が 34.6％と最も多く、次いで「70 代」、「80 歳以上」 がそれぞれ 26.9％と、介護者 

も高齢となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
□□‣主な介護者が不安に感じる介護等（複数回答） 

今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護等は、「屋内の移乗・移動」 

が 31.6％と最も多く、次いで「日中の排泄」、「認知症状への対応」が 18.4％、「夜間の排泄」 

が 13.2％などとなっています。 

 

 

  

0.0%

0.0%

3.8%

0.0%

7.7%

34.6%

26.9%

26.9%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=26)

18.4%
13.2%

0.0%
5.3%

0.0%
2.6%

31.6%
5.3%

10.5%
18.4%

2.6%
2.6%
2.6%

5.3%
10.5%

5.3%
18.4%

13.2%

0% 20% 40%

日中の排泄
夜間の排泄

食事の介助（食べる時）
入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）
衣服の着脱

屋内の移乗・移動
外出の付き添い、送迎等

服薬
認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）
食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）
金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他
不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない
無回答

合計(n=38)
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はい, 

12.0%

いいえ, 81.4%

無回答, 

6.7%
はい, 

28.1%

いいえ, 65.0%

無回答, 

6.9%

第 4 認知症高齢者等の状況 

1 認知症高齢者数 

    全国の認知症高齢者数は、平成 24 年（2012 年）には約 462 万人と推計されており、令和 

7 年（2025 年）には約 700 万人（65 歳以上の高齢者の約 5 人に 1 人）、令和 22 年（2040 年） 

には 800～950 万人（65 歳以上の高齢者の約 4～5 人に 1 人）に達することが見込まれていま 

す。今後、誰もが認知症とともに生きることになる可能性があり、また、誰もが介護者等として 

認知症に関わる可能性があります。 

 

 

 
 

（注）1 村独自調べ（令和 3 年 1 月 25 日現在・令和 5 年 9 月 30 日現在） 

       2 認知症高齢者数は要支援・要介護認定者のうち認知症自立度Ⅱa 以上の者 

 
 

2 認知症に対する認識 

    日常生活圏域ニーズ調査の認知症に関する調査結果をみると、「認知症の症状がある」または 

「認知症の家族がいる」と回答した割合は 12.0％となっています。 

    また、「認知症の相談窓口の認知度」では、「いいえ」が 65.0％と半数以上が知らないと回答 

しています。 

 
□‣「認知症の症状がある」または「認知症の    ‣認知症の相談窓口を知っていますか 

家族がいる」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 令和 2 年度 令和 5 年度 

認知症高齢者数 102 人 106 人 

65 歳以上の高齢者のうち認知症高齢者の割合 14.9％ 16.5％ 
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第 5 在宅医療に関する意識調査 

本村独自で、在宅医療に関する意識調査を、日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査に 

追加し実施しました。結果は次のとおりとなっています。 

※調査期間  令和 5 年 1 月 25 日～3 月 20 日 

 調査対象者 日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査の対象者 

       （下の 2 項目は在宅介護実態調査の対象者のみ実施） 

 回収率   79.0％（回答者 445 名／調査対象者 563 名） 

 
‣在宅医療について知っていますか      ‣在宅医療について取り組んでいる病院・ 

事業所を知っていますか 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

‣病気になった場合、在宅医療を希望しますか  ‣最期を迎える場所としてどこを希望しますか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 3 章 日常生活圏域 
 
第 1 日常生活圏域の設定 

  日常生活圏域については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象 

サービスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、各市町村の高齢 

化のピーク時までに目指すべき地域包括ケアシステムを構築することを念頭において定めることとさ 

れています。本村では、日常生活圏域を１圏域と設定しました。  

知ってい

る, 

36.3%
言葉だけは

知っている, 

49.9%

知らない, 

13.8% 知っている, 

29.0%

聞いたことはあるが

わからない, 42.9%

知らない, 

28.1%

希望する, 

28.9%

希望したいが

実現は難しい

と思う, 5.3%

希望しない, 

21.1%現在受けている, 

2.6%

わからない, 

42.1%

自宅, 

35.9%

介護保険施設, 12.8%医療機関, 15.4%

子どもの家, 7.7%

その他, 2.6%

わからない, 

25.6%
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第 4 章 計画の方向性 
 
 この計画では、高齢者福祉・介護保険施策を総合的に推進するため、計画が目指す基本理念及び 

基本的な目標を掲げるとともに、その実現のために重点的に取り組むべき課題を設定します。 

 

第1 基本理念 

「ともに支え合い、安心して暮らせる村づくり」 

 これまでも「地域共生社会」の実現を目指し事業を推進してきましたが、コロナ禍による外出自粛

や地域活動の減少で、地域のつながりが希薄になりつつあります。 

また、中⾧期的な介護ニーズの増加に備えて介護人材の確保が重要となっており、「支える側」と

「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが役割を持

ち助け合いながら暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現を図っていくことが必要です。 

このことから、第8期計画の基本理念を継承し、「ともに支え合い、安心して暮らせる村づくり」を

基本理念とします。 

 

第 2 基本的な目標 

□1 生きがい対策の充実 

    明るく活力に満ちた高齢期を過ごせるよう、生きがいづくりや社会参画促進の取り組みを充実

します。 

□2 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

    在宅生活を支援するサービスの充実や住みよい環境づくり、災害・感染症対策を推進し、高齢 

者の安心・快適な暮らしを確保します。 

□3 認知症対策・権利擁護の推進 

    高齢者が地域で安心して暮らせるよう、認知症の人やその家族の視点を重視しながら支援する 

とともに、高齢者の権利擁護の取り組みを推進します。 

□4 介護予防・地域支援体制の充実 

    地域包括ケアを推進するため、多様な主体による生活支援体制等を充実させるとともに、介護 

予防や疾病予防・重度化予防の一体的な実施を推進します。 

□5 介護サービスの充実 

    介護サービスの質的向上を図るとともに、介護給付の適正化などサービス提供のための体制づ 

くりを推進し、介護サービスを充実します。 

 
第 3 重点課題とそれに対する取り組み 

  これら 5 つの目標を達成するために、12 の重点課題を掲げ、第 5 章に示す高齢者福祉・介護保険 

事業計画の各施策に取り組みます。 
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施策の体系図 

  （基本的な目標）             （重点施策）         ≪施策の方向性≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 
生きがい対策の充実 

第 2 
高齢者の安心 
・快適な暮らしの確保 

第 3 
認知症対策・権利擁護の
推進   

第 4 
介護予防・地域支援体制
の充実 

第 5 
介護サービスの充実 

1 生きがいづくりの推進 

2 高齢者の社会参画の促進 (1) 高齢者の活動への支援 

(1) 生きがい・仲間づくりの推

1 在宅福祉サービスの充実 

2 災害・感染症対策の推進 

(1) 在宅生活を支援するサービ
ス 

(1) 大規模災害や感染症など危 
機事象への対応 

1 認知症の人やその家族への 
支援の充実 

(1) 認知症に関する理解の促進
や 

(2) 認知症の人やその家族を支
え 

る支援体制の構築 

2 高齢者の権利擁護の推進 (1) 成年後見制度の利用促進 

(2) 高齢者虐待の防止 

1 介護予防・健康づくりの 
推進 

1 介護保険対象サービスの 
提供 

(1) 介護予防の充実 

(2) 健康づくりの推進 

(3) 疾病予防の推進 

2 地域包括ケアの推進 (1) 高齢者を地域全体で支える 
ための体制整備 

(2) 在宅医療・介護連携の推進 

(3) 地域包括支援センターの機
能 

(4) 地域づくりへの支援 

3 高齢者の保健事業と介護 
予防の一体的実施の推進 

(1) 高齢者の保健事業と介護 
予防の一体的実施の推進 

(1) 在宅サービスの提供 

(2) 施設サービスの提供 

2 介護サービスの質的向上 (1) 介護基盤の整備促進 

3 サービス提供のための体制 
づくり 

(1) 介護給付の適正化の推進 

(2) 広報・相談体制の充実 
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第 5 章 施策の展開 
 
第 1 生きがい対策の充実 

□1 生きがいづくりの推進 

□□（1）生きがい・仲間づくりの推進 

□□□【現状と課題】 

     人生 100 年時代を見据え、高齢者をはじめ全ての人が生涯にわたって元気に活躍し続けら 

れるための社会が求められています。⾧くなる高齢期をより充実したものにするために、高齢 

者の生きがいづくりを推進していく必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     高齢者が生きがいを持って、明るく活力に満ちた高齢期を過ごすため、生きがいづくりや高 

齢者同士のふれあい、世代間交流を図るための各種生きがい対策事業を実施し、高齢者の生 

きがいづくり・仲間づくりを推進します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣老人クラブ連合会活動事業補助 

    ‣アクティブシニア活動支援事業 

    ‣老人休養ホーム利用助成事業 

    ‣世代間交流事業 

    ‣AI オンデマンドバス「からむんバス」 

‣買い物交流バス（社会福祉協議会） 

 

□2 高齢者の社会参画の促進 

□□（1）高齢者の活動への支援 

□□□【現状と課題】 

     高齢化が進行する中、地域社会の活力を維持するためには、意欲と能力のある高齢者が、 

その知識や経験を生かして、地域共生社会の重要な支え手、担い手として活躍することができ 

る環境づくりが重要です。このため、高齢者の社会参画を支援するとともに、就労機会を確保 

していく必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     明るく活力に満ちた高齢社会を築くために、高齢者によるボランティア活動や生涯学習・ス 

ポーツ活動を推進するなど、高齢者の社会参画を促進するとともに、高齢者が⾧年培ってきた 

豊富な知識や経験を活かすことができるよう、社会福祉協議会等と連携して、就業機会の確保 

に努めます。 
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□□□【具体的取組】 

    ‣老人クラブ連合会活動事業補助（再） 

    ‣アクティブシニア活動支援事業（再） 

    ‣住民支え合い事業（社会福祉協議会） 

    ‣高齢者世帯等除雪支援事業 

 

第 2 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

□1 在宅福祉サービスの充実 

□□（1）在宅生活を支援するサービスの充実 

□□□【現状と課題】 

     高齢者の多くは介護が必要な状態になっても、可能な限り在宅で生活を続けることを希望 

しています。このため、高齢者が住み慣れた地域で安心して快適に過ごせるよう、必要な福祉 

サービス（介護保険外サービス）の充実を図っていく必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     在宅での介護を必要とする高齢者やその家族、ひとり暮らし高齢者等の保健衛生、福祉の 

向上や経済的負担の軽減及び介護による離職を防止するため、各種福祉サービスの充実を 

図ります。 

□□□【具体的取組】 

    ‣紙おむつ支給事業 

    ‣緊急通報装置設置事業 

    ‣日常生活用具給付事業 

    ‣高齢者世帯等除雪支援事業（再） 

    ‣高齢者世帯援助金支給事業 

    ‣配食サービス事業 

    ‣地域包括支援センターの機能強化 

    ‣住民支え合い事業（社会福祉協議会）（再） 

    ‣車いす同乗軽自動車貸出事業（昭和福祉会） 

    ‣除雪機械貸出事業（社会福祉協議会） 

    ‣介護離職防止の普及啓発 

‣AI オンデマンドバス「からむんバス」（再） 

‣買い物交流バス（社会福祉協議会）（再） 

‣高齢者等外出支援事業 

‣高齢者見守り支援事業 
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□2 災害・感染症対策の推進 

□□（1）大規模災害や感染症など危機事象への対応 

□□□【現状と課題】 

     昨今の大規模災害や、新型コロナウイルスなど新たな感染症の流行により、高齢者が犠牲 

となる事例が相次いでいます。高齢者は、迅速・的確な避難等の行動が取りにくく、被災しや  

すいことや感染症発生時に重症化する危険性が高いことから、危機事象への対応を図る必要  

があります。介護保険事業所等においては、災害及び感染症対策に係る計画等の策定や訓練 

等の実施、必要な物資の備蓄、設備等の整備など、平時から備えておかなければなりません。 

また、介護サービスは、利用者やその家族の生活のために必要不可欠なものであり、災害 

や感染症の発生時においてもサービスを継続する必要があります。 

このため、日ごろから関係機関や介護事業所等と連携し、災害や感染症への対策を充実し 

ていく必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     「地域防災計画」や「個別避難計画」に基づき、災害時における自力避難が困難な高齢者 

の安全確保を図るとともに、介護事業所等での災害や感染症の対策に必要な設備等の整備を 

促進し、必要な物資の備蓄・調達等に努めます。 

また、介護事業所等における災害対策や感染症に係る計画等の策定、訓練等の実施や、必 

要な物資の備蓄・調達の状況を定期的に確認し、関係機関等とも連携した取り組みを進めま 

す。 

□□□【具体的取組】 

    ‣介護事業所等への指導等の実施 

    ‣避難行動要支援者避難支援等事業 

‣個別避難計画の策定 

    ‣備蓄・調達・輸送体制の整備（医療資材等備蓄品購入（更新）事業） 

    ‣感染症予防事業 

     

第 3 認知症対策・権利擁護の推進 

□1 認知症の人やその家族への支援の充実 

□□（1）認知症に関する理解の促進や情報提供 

□□□【現状と課題】 

     認知症は誰もがなりうるものであり、多くの人にとって身近なものとなっています。 

     認知症の発症や進行を遅らせるため、予防の観点からの取り組みを行うことや、認知症の人 

やその家族が地域のより良い環境で自分らしく暮らし続けるために、認知症についての正しい 

知識について幅広く普及啓発を行う必要があります。 
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□□□【今後の方策】 

     認知症の状態に応じた適切な医療や介護サービスなどの提供の流れを示した、認知症ケア 

    パスや認知症及びその予防に関する正しい知識の普及、情報提供を推進します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣認知症ケアパスの普及 

    ‣認知症予防教室 

    ‣認知症サポーターの養成 

‣認知症カフェ活動支援事業 

 

□□（2）認知症の人やその家族を支える支援体制の構築 

□□□【現状と課題】 

     認知機能の低下のある人に対して、早期発見・早期対応が行える体制づくりと、地域にお 

いて安心して日常生活を営むことができるよう、認知症バリアフリー（認知症になってから

もできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らすこと）の取り組

みが大切です。認知症の人やその家族の気持ちや意見を聞いたり、社会参加ができる機会を

確保することも必要です。 

□□□【今後の方策】 

     認知症地域支援推進員を中心として、医療機関、介護サービス事業所などと相互に連携  

し、地域における支援体制を構築するとともに、認知症初期集中支援チームを活用し、本人 

やその家族の意向を十分に把握する中で、早期段階からの適切な支援を行うなど、認知症施 

策推進大綱を踏まえ、各種施策を推進します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣認知症初期集中支援事業 

    ‣認知症地域支援推進員活動事業 

‣チームオレンジ設置に向けた体制整備 

 
□2 高齢者の権利擁護の推進 

□□（1）成年後見制度の利用促進 

□□□【現状と課題】 

     認知症や知的・精神障害などで判断能力が十分でなくなった方は預貯金などの管理や介護 

サービスの契約などを自分ですることが難しくなる場合があります。 

また、自分に不利な契約を結んでしまうなど、消費者被害にあう恐れもあることから、成年 

後見制度の利用が必要となる人に対する支援が必要です。 

□□□【今後の方策】 

     認知症や知的・精神障害などで成年後見制度の利用が必要となる人への支援のため、会 

津圏域 11 市町村で中核機関を設置し、地域連携ネットワークの構築と利用促進を図ります。 
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     また、消費者トラブルに関する相談対応や情報提供などを行うため、関係機関との連携を図 

ります。 

□□□【具体的取組】 

    ‣成年後見制度利用支援事業 

‣成年後見制度中核機関業務委託 

    ‣弁護士・司法書士相談事業（社会福祉協議会） 

    ‣あんしんサポート（社会福祉協議会） 

 
□□（2）高齢者虐待の防止 

□□□【現状と課題】 

     高齢者虐待は、家族等の介護疲れなどに起因するストレスの増大や、家庭内における精神 

的・経済的な依存関係等のバランスの崩れなど、様々な要因が重なり合って発生しており、早 

期発見・早期対応や高齢者及び養護者への支援が必要です。 

また、養介護施設従事者等による高齢者虐待ケースもあることから、研修等の実施による介 

護事業所等における対応力の強化が必要です。 

□□□【今後の方策】 

     警察など関係機関との連携強化により、高齢者虐待の防止や早期発見、虐待を受けた高  

齢者や養護者に対する支援を行うとともに、介護事業所等に対し、養介護施設従事者等への 

研修実施を求めるなど、高齢者虐待防止に努めます。 

□□□【具体的取組】 

    ‣総合福祉ネットワーク推進事業 

‣高齢者虐待防止研修会への参加 

‣介護事業所等への指導等の実施（再） 

  
第 4 介護予防・地域支援体制の充実 

□1 介護予防・健康づくりの推進 

□□（1）介護予防の充実 

□□□【現状と課題】 

     高齢者は、加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、社会的なつながりの 

低下といった多様な課題や不安を抱えるなど、介護予防やフレイル予防の取り組みを推進する 

ことが必要となっています。 

□□□【今後の方策】 

     介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、介護予防や要介護状態の軽減もしくは悪化を 

防止するための多様なサービス提供のみならず、フレイル予防の観点から社会参加を促す等、 

高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチを含めた介護予防対策の充実を図ります。 
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□□□【具体的取組】 

    ‣訪問型サービス事業 

‣通所型サービス事業 

‣介護予防普及啓発事業 

‣高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施「フレイル予防などの健康教育・健康相談 

等」 

    ‣地域リハビリテーション活動支援事業 

    ‣地域包括支援センターの機能強化（再） 

    ‣地域ケア会議等の開催 

    ‣生活支援体制整備事業 

 
□□（2）健康づくりの推進 

□□□【現状と課題】 

     がん、心臓病、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病やこころの病を予防することは介護予防 

にもつながることから、村民一人ひとりが自分にあった健康づくりや食生活など健康的な生活 

習慣を確立する必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     健康増進計画やデータヘルス計画に基づく各種取り組みにより、関係機関等と連携して、村 

    民一人ひとりが主体的な健康づくりに取り組めるよう支援します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣健康増進計画推進事業 

‣高齢者の健康づくり事業 

‣高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施「フレイル予防などの健康教育・健康相談 

等」（再） 

    ‣口腔ケア事業 

‣個別保健指導 

‣総合健診・各種検診事業 

 
□□（3）疾病予防の推進 

□□□【現状と課題】 

     高齢化の進行やライフスタイルの変化に伴い、食生活、運動習慣等と深くかかわりのある生 

活習慣病やこころの病に係るリスクが高まっています。 

なかでも、脳血管疾患や心臓病その他の循環器病は、死亡や介護を要する状態の主要な  

原因となっていることから、寝たきりの予防及び医療費・介護給付費の適正化を図る上でも対 

策が必要となっています。 

また、新型コロナウイルスなど感染症の発生の予防及びまん延の防止や難病患者等のニー 

ズの多様化等における療養生活への支援が必要となっています。 
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□□□【今後の方策】 

     健康寿命の延伸及び生活の質の向上を図るため、病態別疾病予防支援、こころの病への相 

談支援、難病患者等への療養についての取り組みの施策を推進します。 

また、各種がん検診などによる疾病の早期発見や定期予防接種などの感染症発生予防及び 

まん延の防止対策の充実を図ります。 

□□□【具体的取組】 

    ‣総合健診・各種検診事業（再） 

    ‣村診療所による施設健診 

‣後期高齢者人間ドック事業 

‣高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施「糖尿病性腎症重症化予防・その他の生活 

習慣病等の重症化予防」 

‣個別保健指導（再） 

    ‣定期予防接種事業 

‣精神保健福祉事業 

‣自殺対策事業 

 

□2 地域包括ケアの推進 

□□（1）高齢者を地域全体で支えるための体制整備 

□□□【現状と課題】 

     生産年齢人口の減少に伴い、少ない現役世代で多くの高齢者世代を支えるという構造が強 

まっており、地域全体で支え合う社会を構築することが求められています。多くの高齢者は要 

介護状態になっても自分が住み慣れた地域で生活を続けたいという希望を持っているため、で 

きるだけ生活の場を変えることなく、多様なサービスが受けられる体制づくりが必要となって

います。 

□□□【今後の方策】 

     高齢者が、要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続 

けることができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保 

される地域包括ケアシステムの実現に向けた各種取り組みを推進します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣高齢者生活支援ハウスの運営 

    ‣緊急通報装置設置事業（再） 

    ‣日常生活用具給付事業（再） 

    ‣生活支援体制整備事業（再） 

    ‣地域ケア会議等の開催（再） 

    ‣地域包括支援センターの機能強化（再） 

    ‣認知症初期集中支援事業（再） 

    ‣地域福祉計画の推進 
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□□（2）在宅医療・介護連携の推進 

□□□【現状と課題】 

     医療と介護の両方のサービスを必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい 

暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療の普及啓発や、医療機関と・介護 

サービス事業者などの連携を深めることが大切です。 

□□□【今後の方策】 

     奥会津在宅医療・介護連携支援センターとともに、行政や、医療・介護に関わる専門職の 

連携を深め、切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築に向けて、在宅医療・介護連 

携に関する課題解決に向けた取り組みや、専門職研修等を行います。 

 

【具体的取組】 

    ‣奥会津４町村介護保険担当者勉強会 

‣奥会津在宅医療・介護連携支援センターや関係機関等との連携強化 

 
□□（3）地域包括支援センターの機能強化 

□□□【現状と課題】 

     本村の地域包括支援センターは直営で１箇所設置しており、地域において、高齢者やその 

家族への相談支援、介護予防ケアマネジメント、虐待防止、権利擁護等の業務を行っていま 

す。多様化するニーズに対し、地域におけるセンターの役割も重要となっていることから、セ 

ンターの機能強化を図る必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     地域包括支援センターは、地域包括ケアの中核機関であり、その役割はさらに重要なものと 

なってきていることから、適切な職員数を確保するなど、センターが相談支援や介護予防ケア 

マネジメント、虐待防止、権利擁護等の機能を最大限発揮できるような体制整備と環境づくり 

に努めます。 

□□□【具体的取組】 

    ‣地域包括支援センターの機能強化（再） 

    ‣職員研修の実施 

    ‣地域ケア会議等の開催（再） 

    ‣地域包括支援センターによる関係機関等との連携強化 

    ‣地域包括支援センター事業実施方針に基づいた業務運営 

 
□□（4）地域づくりへの支援 

□□□【現状と課題】 

     地域課題が複雑・複合化し、地域において支援を必要とする方への対応がこれまで以上に 

求められていることから、住民、地域、社会福祉協議会、民生委員、老人クラブ、ＮＰＯ、 
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ボランティアなどの地域福祉推進団体が連携を図りながら、地域福祉推進体制をさらに充実し 

ていくとともに、地域住民が共に助け合い、支え合うための地域づくりが必要です。 

 

【今後の方策】 

     高齢者が地域において安心して暮らせるよう、地域における福祉活動を推進するため、「昭 

和村地域福祉計画」を基本に、地域福祉推進体制の充実に努めるとともに、地域住民が共に 

助け合い、支え合う地域づくりを目指します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣援護を必要とする住民の見守りと相談支援活動の推進 

    ‣生活支援体制整備事業（再） 

    ‣地域福祉計画の推進（再） 

 
□3 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

□□（1）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

□□□【現状と課題】 

     高齢者は複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的なつながりの低下といった、いわゆる 

    フレイル状態になりやすい傾向にある事から、高齢者一人ひとりに対して、きめ細やかな生活 

    習慣病等の疾病予防・重度化予防と、フレイル対策等の介護予防を一体的に実施することが 

    必要となっています。 

□□□【今後の方策】 

     人生 100 年時代を見据え高齢者の健康増進を図り、できる限り健やかに過ごせるよう、医  

療、介護、健康診査等のデータ分析による地域及び高齢者の健康課題の把握を行い、高齢者へ

の個別的支援及び通いの場等への積極的な関与を行う、高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施のための体制整備に取り組みます。 

□□□【具体的取組】 

‣高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（再） 

「フレイル予防などの健康教育・健康相談等」 

「糖尿病性腎症重症化予防・その他の生活習慣病等の重症化予防」 

‣アクティブシニア活動支援事業（再） 
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第 5 介護サービスの充実 

□1 介護保険対象サービスの提供 

□□（1）在宅サービスの提供 

□□□【現状と課題】 

     多くの高齢者は要介護状態になっても在宅での生活を希望しています。そのような方が可能 

な限り在宅での生活を続けられるよう在宅サービスの円滑な提供を確保する必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     在宅サービスについては、今後も適正なサービス利用量を見込み、事業者に情報を提供す 

ることにより、必要なサービス量が確保されるよう努めます。 

□□□【具体的取組】 

    ‣訪問介護（ホームヘルプ） 

    ‣通所介護（デイサービス） 

    ‣短期入所生活介護（ショートステイ） 

    ‣福祉用具貸与 

    ‣特定福祉用具販売 

‣住宅改修費支給 

‣居宅介護支援 

 
□□（2）施設サービスの提供 

□□□【現状と課題】 

     身体の状態や家庭の状況等により、在宅での生活を継続していくことが困難となり、施設入 

所を希望する高齢者が増加傾向にあります。また、施設への入所待機者もおります。 

これに対応するため、施設内備品の老朽化に伴う維持・改修や事業所職員の安定的な確保 

が必要な状況にあります。 

□□□【今後の方策】 

     施設サービスについては、これまでの利用実績や入所待機者の状況、介護保険料への影響 

などを考慮し適切な施設規模を検討します。 

□□□【具体的取組】 

    ‣介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
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□2 介護サービスの質的向上 

□□（1）介護基盤の整備促進 

□□□【現状と課題】 

     現役世代人口の減少に伴い、介護人材の確保も困難な状況が続いています。 

こうした中、利用者が安心して質の高い介護サービスを受けられるようにするためには、職 

場内の環境改善による離職者数の削減と、人材確保によるサービス量の維持・向上に取り組 

む必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     介護支援専門員や介護職員などを対象とした研修や講習会への参加を促し、介護に携わ  

る人の資質の向上を図るとともに、事業所と連携し、人材確保のための取り組みを実施し、 

就労促進や早期離職の解消に努めるほか、介護ロボットやＩＣＴの活用事例を周知するなど、 

業務の効率化を促進します。 

また、関係機関と連携し、移住を視野に入れた職員の募集や、人材育成のため介護職場の 

魅力を発信し、介護職場のイメージ刷新に努めます。 

□□□【具体的取組】 

    ‣事業所と連携した人材確保事業 

    ‣地域ケア会議等の開催（再） 

    ‣介護ロボットやＩＣＴの活用事例の紹介  

    ‣介護サービス事業所等による申請手続きの簡素化 

    ‣サービス提供事業者への指導・監査の実施  

 
□3 サービス提供のための体制づくり 

□□（1）介護給付の適正化の推進 

□□□【現状と課題】 

     高齢化の進展に伴う介護サービスの利用者数の増加により、介護費用は増大していきます。 

こうした中、介護保険制度の信頼感を高め、持続的運営を図るため、利用者に過不足のな 

い適切な介護サービスを提供する必要があります。 

□□□【今後の方策】 

     介護給付適正化計画をもとに、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を 

通じて、介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保険制度の構築を図ります。 

□□□【具体的取組】 

    ‣要介護認定の適正化 

    ‣ケアプラン点検 

    ‣縦覧点検と医療情報の突合 
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□□（2）広報・相談体制の充実 

□□□【現状と課題】 

     介護保険サービス需要の増加・多様化に伴い、介護サービスのニーズも複雑化しています。 

このような中、サービス利用者の一人ひとりの異なるニーズに応え、疑問や不満、不安の解 

消を図り、介護保険を利用しやすい環境を整えるため、広報・相談体制の充実が必要となって 

います。 

□□□【今後の方策】 

     高齢者が必要に応じて適切なサービスを受けられるよう、介護サービスをはじめ、高齢者福 

祉の各種サービスの情報提供を行うとともに、苦情・相談に適切に対応できる相談体制の充 

実を図ります。 

□□□【具体的取組】 

    ‣制度周知用パンフレットの作成、配布 

    ‣総合相談体制の充実 

    ‣地域包括支援センター等各関係機関における相談支援の充実 
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第 6 章 高齢者人口・サービス量等の現状と将来推計 
 
第 1 各年の高齢者等の状況 

□1 人口の推移と推計 

令和 5 年 10 月 1 日現在の本村の人口は 1,129 人、65 歳以上の高齢者人口は 645 人であり、 

高齢化率は 57.1％となっています。また、75 歳以上の高齢者人口は 417 人であり、75 歳以上高 

齢者の割合（後期高齢化率）は総人口の 36.9％を占めています。 

計画期間及び令和 12 年、令和 22 年における本村の高齢者人口の推計は次のとおりで、高齢 

化率はピークを過ぎ、高齢者人口の推移とともに緩やかな減少傾向で推移すると見込まれます。 

□□（1）人口の推移 

 
                                  

 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

総人口（人） 1,258 1,221 1,179 1,157 1,129 

40 歳未満 255 246 236 229 221 

40-64 歳 303 278 266 271 263 

65-74 歳 231 237 240 230 228 

75 歳以上 469 460 437 427 417 

高齢化率（％） 55.6％ 57.1％ 57.4％ 56.8％ 57.1％ 

（注）各年とも 10 月 1 日現在住民基本台帳人口 
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□□（2）人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                     令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 令和 12 年 令和 22 年 

総人口（人） 1,118 1,096 1,075 996 834 

40 歳未満 258 258 257 256 217 

40-64 歳 229 227 227 227 270 

65-74 歳 217 206 195 147 82 

75 歳以上 414 404 396 366 265 

高齢化率（％） 56.4％ 55.9％ 55.2％ 51.6％ 41.7％ 

後期高齢者比率（％） 37.0％ 37.0％ 37.0％ 36.7％ 31.9％ 

（注）各年とも国推計資料を基にした村独自推計 
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□2 要支援・要介護認定者数の状況 

    本村の高齢者に占める要介護（要支援）認定者数は、令和 5 年 9 月末現在で 156 人、第 1 号 

被保険者に占める割合（認定率）は 24.1％となっています。要介護（要支援）区分でみると、要 

介護 3 が 26.9％と最も多い状況となっており、要介護 3 以上の重度認定率をみると 51.3％と高 

い割合となっています。 

    認定者数等の将来推計としては、令和 6 年度には認定者数が 158 人、認定率が 25.0％、令和 

12 年には 125 人、認定率が 24.3％、令和 22 年には認定者数が 130 人、認定率が 37.4％とな 

る見通しとなっています。 

□□（1）認定者数等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

第 1 号被保険者数 675 645 648 

認定者数 155 156 156 

認定率（％） 24.1% 24.2％ 24.1% 

   （注）令和 3 年度・令和 4 年度は介護保険事業状況報告年報、令和 5 年度は 9 月月報数値 

 

□□□◆第 8 期計画との比較 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

認定者数 

（第 1 号被保険者） 

計 画 値 167 172 174 

実 績 値 155 156 156 

対計画比 92.8% 90.7% 89.7% 

（注）計画値は第 8 期介護保険事業計画 
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□□（2）認定者数等の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）各年とも村独自推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 12 年度 令和 22 年度 

第 1 号被保険者数 631 613 593 514 348 

認定者数 

（第 1 号被保険者） 
153 152 150 138 119 

認定率（％） 24.2% 24.8% 25.3% 26.8% 34.2% 
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第 2 介護保険サービスの状況 

□1 介護サービス種類別の利用状況 

□□（1）介護サービスの推移 

（単位：千円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

① 居宅サービス 計 61,514 58,662 57,758 
 

訪問介護 
給付費 9,723 8,895 11,671 
回 数 264.3 243.6 310.2 

訪問入浴介護 
給付費 0 0 0 
回 数 0 0 0 

訪問看護 
給付費 46 0 0 
回 数 0.7 0 0 

居宅療養管理指導 
給付費 10 0 0 
人 数 0 0 0 

通所介護 
給付費 25,097 25,110 27,108 
回 数 280 270 290 

通所リハビリテーション 
給付費 90 484 375 
回 数 0.8 4.5 3.5 

短期入所生活介護 
給付費 21,113 19,482 13,262 
日 数 256.2 228.4 151.0 

短期入所療養介護（老健） 
給付費 258 0 0 
日 数 2.0 0 0 

福祉用具貸与 
給付費 4,810 4,319 5,342 
人 数 33 28 34 

特定福祉用具購入費 
給付費 98 58 0 
人 数 5 2 0 

住宅改修費 
給付費 269 315 0 
人 数 4 2 0 

特定施設入居者生活介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

② 地域密着型サービス 計 1,168 1,084 766 
 

地域密着型通所介護 
給付費 1,168 1,084 766 
回 数 8.6 8.8 6.2 

小規模多機能型居宅介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

③ 施設サービス 計 174,728 183,475 173,221 
 

介護老人福祉施設 
給付費 161,151 166,790 150,493 
人 数 52 54 48 

介護老人保健施設 
給付費 11,404 16,685 22,728 
人 数 3 5 6 

介護医療院 
給付費 2,173 0 0 
人 数 1 0 0 

④ 居宅介護支援 計 8,777 8,632 9,928 
 

居宅介護支援 
給付費 8,777 8,632 9,928 
人 数 58 52 55 

介護サービス給付費 合計 246,187 251,854 241,673 

（注）令和 5 年度は実績見込み 
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□□（2）介護予防サービスの推移 

（単位：千円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

① 介護予防サービス 計 1,180 1,115 995 
 

介護予防居宅療養管理指導 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

介護予防短期入所生活介護 
給付費 96 169 0 
日 数 1.5 2.7 0 

介護予防福祉用具貸与 
給付費 951 730 995 
人 数 7 7 8 

特定介護予防福祉用具購入費 
給付費 16 0 0 
人 数 1 0 0 

介護予防住宅改修 
給付費 117 216 0 
人 数 1 2 0 

介護予防特定施設入居者生活介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

②地域密着型介護予防サービス 計 0 0 0 
③介護予防支援 計 0 0 0 
予防給付サービス給付費 合計 1,180 1,115 995 

（注）令和 5 年度は実績見込み 
 
□□（3）標準給付費の状況 

      標準給付費については、令和 5 年度の見込では 298,679 千円（居宅サービス 56,645 千 

円、施設サービス 192,867 千円、その他 48,997 千円、審査支払手数料 170 千円）となって 

おり、令和 3 年度の 281,791 千円（居宅サービス 61,514 千円、施設サービス 174,728 千 

円、その他 45,385 千円、審査支払手数料 164 千円）に対し、この２年間で居宅介護サービ 

スが 4,869 千円（7.9％）の減少、施設サービスが 18,139 千円（10.4％）の増加、その 

他が 3,612 千円（8.0％）の減少、審査支払手数料が 6 千円（3.7％）の減少となり、全体 

では 16,888 千円（6.0％）の減少となっています。 

      

□□□①標準給付費の推移 

（単位：千円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 
総給付費 247,367 252,969 242,668 
特定入所者介護サービス費等給付額 25,779 24,863 26,005 
高額介護サービス費等給付額 7,941 9,037 11,805 
高額医療合算介護サービス費等給付額 540 659 720 
算定対象審査支払手数料 164 154 170 
標準給付費 281,791 287,682 281,368 

（注）令和５年度は実績見込み 
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□□□②第 7 期計画との比較 

（単位：千円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

標準給付費 

計 画 値 303,308 308,815 317,363 

実 績 値 281,791 287,682 281,368 

対計画比 92.9% 93.2% 88.66% 

（注）令和 5 年度は実績見込み 

 
第 3 地域支援事業等の状況 

□1 地域支援事業の推移 

（単位：千円） 

区  分 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
介護予防・日常生活支援総合事業 事業費 9,049 9,336 9,806 

 

うち訪問型サービス 事業費 488 297 300 

人 数 3 1 1 
うち通所型サービス 事業費 6,457 7,146 7,500 

人 数 29 29 29 
包括的支援事業（地域包括支援セン
ターの運営）及び任意事業 

事業費 5,775 5,868 5,954 

包括的支援事業（社会保障充実分） 事業費 17,071 17,210 17,558 

合  計  31,895 32,414 33,318 

（注）令和 5 年度は実績見込み 

 

□2 市町村特別給付費の推移 

（単位：千円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

計  画  値 1,920 1,920 1,920 

実  績  値 1,555 1,452 1,500 

対 計 画 比 81.0% 75.6% 78.1% 

（注）令和 5 年度は実績見込み 
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第 4 給付費の推計 

  これまでの利用実績をもとに、第 9 期計画期間内の標準給付費を次のように見込みます。 

□1 保険給付費の見込み 

□□□【基本的な考え方】 

     保険給付については、介護保険料の算定基礎になるため、令和 6 年度から令和 8 年度まで 

の 3 か年間の事業費を見込みます。 

保険給付費を見込むにあたっては、各サービスの見込量に、令和 5 年度から算出される要 

介護認定区分ごとの平均給付額を乗じるとともに介護報酬改定の影響等を考慮して算定しま 

す。 

□□（1）介護給付サービスの推計 

（単位：千円） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

① 居宅サービス 計 53,891 50,936 48,735 
 

訪問介護 
給付費 9,616 9,628 9,628 
回 数 241.2 241.2 241.2 

訪問看護 
給付費 200 200 200 
回 数 1.4 1.4 1.4 

居宅療養管理指導 
給付費 50 50 50 
人 数 1.4 1.4 1.4 

通所介護 
給付費 25,903 24,297 23,321 
回 数 273.8 273.8 247.7 

通所リハビリテーション 
給付費 250 250 250 
回 数 2.3 2.3 2.3 

短期入所生活介護 
給付費 12,321 11,475 10,613 
日 数 142.8 133.4 124.0 

短期入所療養介護（老健） 
給付費 300 300 300 
日 数 2.0 2.0 2.0 

福祉用具貸与 
給付費 4,651 4,136 3,773 
人 数 29 26 24 

特定福祉用具購入費 
給付費 300 300 300 
人 数 5 5 5 

住宅改修費 
給付費 300 300 300 
人 数 2 2 2 

特定施設入居者生活介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

② 地域密着型サービス 計 1,030 1,030 1,030 
 

地域密着型通所介護 
給付費 1,030 1,030 1,030 
回 数 8.0 8.0 8.0 

小規模多機能型居宅介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 
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 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

③ 施設サービス 計 186,072 186,307 186,307 
 

介護老人福祉施設 
給付費 159,182 159,383 159,383 
人 数 50 50 50 

介護老人保健施設 
給付費 26,890 26,924 26,924 
人 数 7 7 7 

介護医療院 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

介護療養型医療施設 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

④ 居宅介護支援 計 9,076 8,719 8,309 
 

居宅介護支援 
給付費 9,076 8,719 8,309 
人 数 50 48 46 

介護サービス給付費 合計 250,069 246,992 244,381 

 
□□（2）介護予防サービスの推計 

（単位：千円） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

① 介護予防サービス 計 1,610 1,610 1,610 
 

介護予防居宅療養管理指導 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

介護予防短期入所生活介護 
給付費 100 100 100 
日 数 1.7 1.7 1.7 

介護予防福祉用具貸与 
給付費 1,110 1,110 1,110 
人 数 9 9 9 

特定介護予防福祉用具購入費 
給付費 200 200 200 
人 数 4 4 4 

介護予防住宅改修 
給付費 200 200 200 
人 数 2 2 2 

介護予防特定施設入居者生活介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

②地域密着型介護予防サービス 計 0 0 0 
 

介護予防認知症対応型通所介護 
給付費 0 0 0 
回 数 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

③介護予防支援 計 0 0 0 
 

介護予防支援 
給付費 0 0 0 
人 数 0 0 0 

介護予防サービス給付費 合計 1,610 1,610 1,610 
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□□（3）標準給付費の推計 

（単位：千円） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

総給付費 251,679 248,602 245,991 

特定入所者介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
24,876 24,748 23,321 

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
7,670 7,632 7,191 

高額医療合算介護サービス費等給付額 513 510 481 

算定対象審査支払手数料 156 155 146 

標準給付費見込額 284,894 281,647 277,130 

 

□□（4）地域支援事業の推計 

 （単位：千円） 

区  分 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

介護予防・日常生活支援総合事業 事業費 10,430 10,530 10,630 

 

うち訪問型サービス 

事業費 600 600 600 

人 数 3 3 3 

事業所数 1 1 1 

うち通所型サービス 

事業費 7,500 7,500 7,500 

人 数 30 30 30 

事業所数 1 1 1 

包括的支援事業（地域包括支援セ

ンターの運営）及び任意事業 
事業費 6,400 6,500 6,600 

包括的支援事業 

（社会保障充実分） 
事業費 18,637 24,857 25,177 

合  計 35,467 41,887 42,407 

 

□□（5）市町村特別給付費の推計 

  （単位：千円） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

市 町 村 特 別 給 付 費 
給付費 1,480 1,471 1,386 

件 数 33 33 33 
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第 7 章 第 1 号被保険者の介護保険料 
 
第 1 保険給付費の財源構成 

     介護保険制度においては、介護サービスの総事業費から利用者負担分（10％・20％・30%）を 

除いた標準給付費について、原則として 50％を被保険者の保険料、50％を公費で負担します。 

また、被保険者の保険料のうち、原則として 23％を第 1 号被保険者（65 歳以上の高齢者）、 

27％を第 2 号被保険者（40～64 歳）が負担することになります。 

    サービスごとの内訳は、下記のとおりです。 

□■標準給付費の財源構成 

 

■地域支援事業費の財源構成 

 
※後期高齢者の割合や高齢者の所得段階の割合により、国の負担金の調整が行われるため、国の負担金や 
 第 1 号被保険者の保険料の割合は若干異なります。 

 

国の負担金, 

25.0%

県の負担金, 

12.5%村の負担金, 

12.5%

第2号被保険者(40～64歳）

の保険料, 27.0%

第1号被保険者(65歳以上)

の保険料, 23.0%

居宅サービス
国の負担金, 

20.0%

県の負担金, 

17.5%村の負担金, 

12.5%

第2号被保険者(40～64歳）

の保険料, 27.0%

第1号被保険者(65歳以上)

の保険料, 23.0%

施設サービス

国の負担金, 

38.5%

県の負担金, 

19.25%

村の負担金, 

19.25%

第1号被保険者(65歳以上)

の保険料, 23.0%

包括的支援事業・任意事業

国の負担金, 

25.0%

県の負担金, 

12.5%村の負担金, 

12.5%

第2号被保険者(40～64歳）

の保険料, 27.0%

第1号被保険者(65歳以上)

の保険料, 23.0%

介護予防・日常生活支援総合事業
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第 2 保険料の設定 

   第 9 期計画においては、第 1 号被保険者（65 歳以上）が負担する額は、令和 6 年度から令和 

8 年度までの 3 か年に必要とされる総給付額の 23％となり、さらに調整交付金見込額等を加味し、 

保険料収納必要額を算定します。 

      これを所得段階ごとの負担割合に応じて各所得段階層の人数が負担するという考えで保険料を 

算定します。 

    第 9 期介護保険事業計画の第 1 号被保険者保険料基準額は、据え置きの 年額 82,800 円 

（月額 6,900 円）となります。 

□1 第 1 号被保険者保険料の算定 

 合 計 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 
標準給付費見込額          （A）   千円 843,671 284,894 281,647 277,130 
地域支援事業費            （B）   千円 119,761 35,467 41,887 42,407 

介護予防・日常生活支援総合事業費 ① 31,590 10,430 10,530 10,630 
包括的支援事業(地域包括支援センターの運 
営)及び任意事業                 ② 

19,500 6,400 6,500 6,600 

包括的支援事業(社会保障充実分)  ③ 68,671 18,637 24,857 25,177 
第 1 号被保険者負担分相当額 （C）    千円 221,590 73,683 74,413 73,494 
調整交付金相当額      （D）   千円 43,763 14,766 14,609 14,388 
調整交付金見込額          （E）   千円 121,536 41,759 40,642 39,135 
調整交付金見込交付割合             ％  14.14 13.91 13.60 
市町村特別給付費等         （F）   千円 4,337 1,480 1,471 1,386 
準備基金取崩額           （G）    千円 13,500 4,500 4,500 4,500 
市町村相互財政安定化事業負担額        千円 0    
保険者機能強化推進交付金等交付見込額      

（H）     千円 
600    

保険料収納必要額       （I）    千円 134,054    

保険料基準額 
（年額）      円 83,500    
（月額）      円 6,960    

【保険料収納必要額の算出】（第 1 号被保険者が 3 か年で納める保険料の総額） 

｛（標準給付費見込額(Ａ)＋地域支援事業費(B)）＊23％｝＋｛（標準給付費見込額(A)＋介護予防・日常 

生活支援総合事業(①)）＊5％｝＋市町村特別給付費(F)－調整交付金見込額(E)－保険者機能強化推 

進交付金等交付見込額(H)－準備基金取崩額(G) 
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第 3 所得段階別の保険料 

     令和 6 年度から令和 8 年度までの所得段階別の調整割合と保険料額（年額）は、次のとおり 

となります。国が定める標準段階に合わせて 9 段階から 13 段階に多段階化しています。 

□１ 所得段階の基準 

段階 対象者 調整割合 

第 1 段階 

‣生活保護受給者 

‣老齢福祉年金受給者であって世帯全員が住民税非課税の方 

‣世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入の

合計が 80 万円以下の方 

0.455 

（0.285） 

第 2 段階 
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入の

合計が 80 万円を超え 120 万円以下の方 

0.685 

（0.485） 

第 3 段階 
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入の

合計が 120 万円を超える方 

0.69 

（0.685） 

第 4 段階 
住民税課税世帯で、本人が住民税非課税であって前年の合計所得金

額と課税年金収入の合計が 80 万円以下の方 
0.9 

第 5 段階 

（基準額） 

住民税課税世帯で、本人が住民税非課税であって前年の合計所得金

額と課税年金収入の合計が 80 万円を超える方 
1.0 

第 6 段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未満の方 1.2 

第 7 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以上で 210 万

円未満の方 
1.3 

第 8 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万円以上で 320 万

円未満の方 
1.5 

第 9 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万円以上で 420 万

円未満の方 
1.7 

第 10 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 420 万円以上で 520 万

円未満の方 
1.9 

第 11 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 520 万円以上で 620 万

円未満の方 
2.1 

第 12 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 620 万円以上で 720 万

円未満の方 
2.3 

第 13 段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 720 万円以上の方 2.4 

    ※（）内は公費による保険料軽減措置後の割合 



40 

 

□2 第 1 号被保険者介護保険料 

 

所得段階 保険料年額 

第 1 段階 
37,670 円 

（23,590 円） 

第 2 段階 
56,710 円 

（40,150 円） 

第 3 段階 
57,130 円 

（56,710 円） 

第 4 段階 74,520 円 

第 5 段階（基準額） 82,800 円 

第 6 段階 99,360 円 

第 7 段階 107,640 円 

第 8 段階 124,200 円 

第 9 段階 140,760 円 

第 10 段階 157,320 円 

第 11 段階 173,880 円 

第 12 段階 190,440 円 

第 13 段階 198,720 円 

※（）内は公費による保険料軽減措置後の金額 
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第 8 章 自立支援・重度化防止に向けた各種施策の目標値 
 
第 1 自立支援・重度化防止に向けた各種施策の目標値の設定 

□1 自立支援・重度化防止に向けた各種施策の目標値の設定 

   令和 6 年度から令和 8 年度までの各事業の目標値を次のとおり設定します。 
 

□2 アウトプット指標（事業量） 

□□（1）介護予防普及啓発 

一般高齢者を対象とし、通いの場など様々な機会を通じて、フレイル予防「社会参加・身 

体活動・栄養（食・口腔）」に関する情報の提供を広く行い、主体的な介護予防の推進を図 

る。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

アクティブシニア活動支援事業 

実施回数 
年 25 回 年 25 回 年 25 回 

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業 

地域活動実施回数 
年 50 回 年 50 回 年 50 回 

 

（2）認知症対策総合支援事業 

認知症になっても住み慣れた地域で生活するために、医療及び介護の連携強化並びに認知症

の人とその家族に対する支援体制の強化を図る。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

認 知 症 サ ポ ー タ ー 数 45 名 50 名 55 名 

チ ー ム オ レ ン ジ 設 置 数 ― 1 チーム 1 チーム 

 

□□（3）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため、保健事業と介護予

防事業を一体的に実施する。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

フレイル予防などの健康教育・健康相談等 年 25 回 年 25 回 年 25 回 

ＫＤＢシステム等を用いた分析実施率 100％ 100％ 100％ 

対象者への保健指導実施率 100％ 100％ 100％ 
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（4）地域ケア会議 

個別ケースの検討により高齢者個人に対する支援方法の検討を行うほか、地域課題の解決 

を図るなど、多職種による地域ケア会議を行う。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

実 施 回 数 年 4 回 年 4 回 年 4 回 

□□ 

（5）地域リハビリテーション活動支援事業 

村内事業所が行う通所介護サービスの利用者に対し、作業療法士が個々のリハビリ計画を 

策定しリハビリを実施することで、利用者の自立支援と重度化防止を図る。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

対 象 者 数 10 名 10 名 10 名 

評 価 対 象 者 数 4 名 4 名 4 名 

 

□3 アウトカム指標（事業の効果）  

    自立支援・重度化防止に向けた各種施策を推進することにより得られた効果を評価するための 

目標値を設定する。 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

認定者に関する目標値 

 認定者数 153 名   152 名   150 名   

 重度認定者数 78 名   79 名   78 名   

 重度認定率 51.0％   52.0％   52.0％   

受給者数等に関する目標値 

 受給者数 126 名   125 名   124 名   

 施設サービス受給者数 51 名   50 名   49 名   

 施設サービス受給率 40.5％   40.0％   39.5％   
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第 9 章 介護給付適正化計画 
 
第 1 介護給付適正化 

   介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする 

過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことで、適切なサービスの確保とその結 

果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保険制度の構築 

を図るものです。 

   第 7 期計画からは、市町村介護保険事業計画に介護給付等に要する費用の適正化に関する事項 

を定めるものとして新たに法律上に位置づけられました。 

  これまで以上に人員体制の確保を図るとともに、地域包括ケアシステムを深化・推進していくため、 

必要な給付を適切に提供するための適正化事業をさらに推進していきます。 

  第 9 期計画においては、適正化 5 事業が見直され、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、 

「縦覧点検・医療情報との突合」の 3 事業を推進します。 

 
第 2 介護給付適正化事業の目標値 

□□（1）要介護認定の適正化 

認定調査については、中立・公平な調査の確保を図るとともに、自前調査及び指定居宅 

介護支援事業所に委託している要介護認定の区分変更申請・更新申請に係る認定調査の結 

果については、調査内容の確認を行い不備がある場合には調査員等に確認し必要に応じて 

訂正を行います。 

□□□□ 要介護認定の適正化の目標値 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

認定調査チェック 

（新規・更新・区分変更） 
100％ 100％ 100％ 

 
□□（2）ケアプランの点検 

      新規申請、更新申請、区分変更申請、プランに大きな変更があった際に、各事業者から 

提出されるケアプランと認定情報や利用実績との確認を行い、その内容が適正かどうかにつ 

いて点検を行っていきます。 

要介護度や心身の状況等に合っていないサービス、過剰なサービス、不必要なサービス提 

供となっているプラン、画一的なサービス提供となっているプラン、サービス提供に偏りがあ 

るプラン等が見受けられた場合は、担当介護支援専門員とともに、確認検証しながら、介護 

支援専門員の「気づき」を促すとともに「自立支援に資するケアマネジメント」の実践に向け 

た取り組みの支援を目指していきます。 
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□□□□ ケアプラン点検の目標値 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

ケアプラン点検件数 5 件 5 件 5 件 

 

□□（3）縦覧点検・医療情報との突合 

      国民健康保険団体連合会に委託をし、給付実績をもとに、介護保険と医療保険を重複請 

求している事業者がないか確認作業を行い、疑義のある事業者については、必要に応じて返 

還請求などを行うなど、介護給付の適正化を図っていきます。 

□□□□ 縦覧点検・医療情報との突合の目標値 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

縦覧点検・医療情報との突合件

数 
100％ 100％ 100％ 

 

 
第 10 章 計画の進行管理 
 
第 1 計画の進行管理 

  高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の着実な目標達成に向けて、毎年その進捗状況を管理す 

るとともに、保健、医療、福祉関係団体の代表者などによる「昭和村保健福祉審議会」において、 

事業の実施状況の確認と計画の目標達成に向けて協議を行います。 

計画、実行、点検・評価及び見直し（PDCA※）の観点から、計画の推進に際して、関係機関と 

の意見交換等を通じて、本計画の検証を行い、必要かつ効果的な施策・事業の実施に努めます。 
 

※ＰＤＣＡ：Ｐｌａｎ（企画立案）、Ｄｏ（実施）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（企画立案への反映） 

という一連のサイクルの頭文字をつなげたもの 
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資料編 
 
第 5 章に掲げる事業一覧 

第 1 生きがい対策の充実 

□1 生きがいづくりの推進 

□□（1）生きがい・仲間づくりの推進 

老人クラブ連合会活動事業補助 老人クラブ連合会の活発な活動を支援し、高齢者の生きが

いづくりや仲間づくりを推進する。 

アクティブシニア活動支援事業 高齢者等の自主的な活動を支援し、生きがいづくりや仲間

づくり、社会参加の場を創出するとともに、高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施のための環境整備を行う。 

老人休養ホーム利用助成事業 高齢者等が昭和村老人休養ホーム（しらかば荘）を利用す

る場合に利用料の一部を助成し、高齢者等の交流を図る。 

世代間交流事業 高齢者と子どもなど多世代の交流を推進することで、高齢

者の生きがいづくりを行う。 

ＡＩオンデマンドバス「からむんバス」 ＡＩ（人工知能）により配車やルートの最適化を行う仕組

みを加えたオンデマンドバスで、利用者の要望に合わせた

運行を行い、高齢者の移動手段を確保する。 

買い物交流バス 

（社会福祉協議会） 

村内の商店や役場、金融機関等をバスでまわり、買い物支

援を行いながら高齢者等の交流を図る。 

 

□2 高齢者の社会参画の促進 

□□（1）高齢者の活動への支援 

老人クラブ連合会活動事業補助（再） 老人クラブ連合会の活発な活動を支援し、高齢者の社会参

加を促進する。 

アクティブシニア活動支援事業（再） 高齢者等の自主的な活動を支援し、生きがいづくりや仲間

づくり、社会参加の場を創出するとともに、高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施のための環境整備を行う。 

住民支え合い事業 

（社会福祉協議会） 

高齢者がボランティアスタッフとして事業に関わること

で高齢者の社会参加を図る。 

高齢者世帯等除雪支援事業 高齢者が除雪支援員として事業に携わることで社会参加

と就労支援の場に結びつける。 
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第 2 高齢者の安心・快適な暮らしの確保 

□1 在宅福祉サービスの充実 

□□（1）在宅生活を支援するサービスの充実 

紙おむつ支給事業 在宅等で失禁の恐れがある高齢者に対し紙おむつを支給

し清潔で心地よい生活を支援するとともに、介護者の負担

軽減を図る。＊介護保険の要支援・要介護認定者は対象外 

緊急通報装置設置事業 急病や災害等の緊急時に迅速かつ適切な対応を図るため、

高齢者及び身体障がい者等に対し緊急通報装置の設置を

行う。 

日常生活用具給付事業 一人暮らし高齢者世帯や寝たきり高齢者のいる世帯に対

し、自動消火装置等の日常生活用具の給付を行う。 

高齢者世帯等除雪支援事業（再） 高齢者世帯等で自力での除雪が困難な世帯に対し除雪に

要する経費等について一部を助成する。 

高齢者世帯援助金支給事業 高齢者世帯が除排雪補助設備として、屋根ぐし電熱線（付

属屋も含む）や地下水ポンプを設置する場合に援助金を支

給する。 

配食サービス事業 在宅の高齢者等が健康で自立した生活を送ることができ

るよう栄養バランスのとれた食事の提供を行う。 

地域包括支援センターの機能強化 地域包括支援センターが相談支援や介護予防ケアマネジ

メント、虐待防止、権利擁護等の機能を最大限に発揮でき

るよう体制整備と環境づくりに努める。 

住民支え合い事業（再） 

（社会福祉協議会） 

住民同士の助け合いを基本とし、ちょっとしたニーズに対

して登録ボランティアスタッフが支援を行う。 

車いす同乗軽自動車貸出事業 

（昭和福祉会） 

歩行が困難な高齢者等の外出を支援するため、車いす同乗

軽自動車の貸し出しを行う。 

除雪機械貸出事業 

（社会福祉協議会） 

自宅周辺等の除雪を行う個人に中型除雪機械と運搬車両

の貸出を行う。 

介護離職防止の普及啓発 介護離職防止のため、関係機関と連携し職場環境の改善等

の普及啓発に努める。 

ＡＩオンデマンドバス「からむんバス」 

（再） 

ＡＩ（人工知能）により配車やルートの最適化を行う仕組

みを加えたオンデマンドバスで、利用者の要望に合わせた

運行を行い、高齢者の移動手段を確保する。 
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買い物交流バス（再） 

（社会福祉協議会） 

村内の商店や役場、金融機関等をバスでまわり、高齢者等

の交流を図りながら買い物支援を行う。 

高齢者等外出支援事業 要介護状態にある一般交通機関の利用が困難な在宅高齢

者等に対して、外出のための支援を行うことにより、地域

における自立生活及び社会参加の促進を図る。 

高齢者見守り支援事業 一人暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯等に対し、訪問によ 

る安否確認を行うことで、安全で安心した生活を支援し、

かつ日常生活の不安解消と心身の状況把握等に努める。 

 

□2 災害・感染症対策の推進 

□□（1）大規模災害や感染症など危機事象への対応 

介護事業所等への指導等の実施 介護事業者等への指導等を通じて、介護事業所等で策定し

ている災害対策に関する具体的計画や感染症に係る対応

策、災害及び感染症に係る訓練等の実施や必要な物資の備

蓄・調達の状況を定期的に確認する。 

避難行動要支援者避難支援等事業 災害時に自力で避難することが困難な要介護者や重度の

障がい者などの方々が、地域の中で避難の支援が行えるよ

うにするため、「避難行動要支援者名簿」の定期的な見直し

を行うとともに、関係機関との情報の共有のため要援護者

の同意を得る体制整備を行う。 

個別避難計画の策定 避難行動要支援者ごとに、いつ・誰と・どこに避難するか

をあらかじめ記載した個別避難計画を策定し、支援者と平

時から共有することで、避難支援の実効性を高める。 

備蓄・調達・輸送体制の整備 

（医療資材等備蓄品購入（更新）事業） 

感染症発生時において、衛生用品等の国内需給がひっ迫す

るなど必要な物資の確保が困難な状況に備え、必要な物資

を備蓄するとともに、国や県と連携し、調達・輸送体制の

整備に努める。 

感染症予防事業 新たな感染症の流行や大規模災害に備え、正しい感染症の

予防及び感染拡大防止についての普及啓発等を行う。 

 

第 3 認知症対策・権利擁護の推進 

□1 認知症の人やその家族への支援の充実 

□□（1）認知症に関する理解の促進や情報提供 

認知症ケアパスの普及 認知症ケアパスの普及を通して認知症の方が地域で自分

らしく生活できるよう努める。 
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認知症予防教室 様々な機会を有効に活用し、認知症に対しての理解と認知

症予防についての普及啓発を行う。 

認知症サポーターの養成 認知症に対する正しい知識と理解をもち、地域で認知症の

人やその家族に対してできる範囲で手助けする「認知症サ

ポーター」を養成する。 

認知症カフェ活動支援事業 認知症になってもいきいきと暮らせるやさしい地域づく

り実現に向け、予防と共生の観点から事業を行う。 

 

□□（2）認知症の人やその家族を支える支援体制の構築 

認知症初期集中支援事業 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み

慣れた地域で暮らし続けることができるよう、認知症の人

やその家族に早期に関わり、早期診断・対応に向けた支援

を行う。 

認知症地域支援推進員活動事業 様々な機会を有効に活用し、認知症に対しての理解と認知

症予防についての普及啓発を行う。 

チームオレンジ設置にむけた体制整備 コーディネーターを配置し、認知症の人やその家族のニー

ズ等と、認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕

組みを構築するための体制を整備する。 

 

□2 高齢者の権利擁護の推進 

□□（1）成年後見制度の利用促進 

成年後見制度利用支援事業 後見等開始の審判を申し立てるものがいない認知症高齢

者等のために審判の申立てを行うほか、後見人等報酬の助

成等を行う。 

成年後見制度中核機関業務委託 認知症や知的・精神障がいなどにより成年後見人等による

支援が必要な方を適切に成年後見制度の利用につなげる

ため、会津 11 市町村で中核機関を設置する。 

弁護士・司法書士相談事業 

（社会福祉協議会） 

悪質商法や契約トラブル、心配ごとに関する相談に弁護士

や司法書士が対応する。 

あんしんサポート事業 

（社会福祉協議会） 

認知症高齢者や障がいのある方などを対象として、福祉サ

ービスの利用や生活に必要なお金の出し入れ等を公的な

制度で支援する。 
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□□（2）高齢者虐待の防止 

総合福祉ネットワーク推進事業 高齢者の虐待防止や早期発見に努め、高齢者や養護者への

支援を行うとともに、関係機関の連携体制の強化を図る。 

高齢者虐待防止研修会への参加 介護事業所等に対し、高齢者虐待の防止や早期発見に役立

てる高齢者虐待防止研修会等への参加を促し、従事者等の

資質向上を図る。 

介護事業所等への指導等の実施（再） 介護事業者等への指導等を通じて、高齢者虐待防止の研修

の実施状況を定期的に確認する。 

 

第 4 介護予防・地域支援体制の充実 

□1 介護予防・健康づくりの推進 

□□（1）介護予防の充実 

訪問型サービス事業 要支援者または事業対象者を対象に、訪問介護員（ホーム

ヘルパー）が家庭を訪問して、身体介護や日常生活の支援

などを行う。 

通所型サービス事業 要支援者または事業対象者を対象に、デイサービスセンタ

ーなどで入浴、食事の提供や生活に関する相談等の日常生

活の世話の他、運動器の機能訓練などを行う。 

介護予防普及啓発事業 一般高齢者を対象とし、通いの場など様々な機会を通じ

て、フレイル予防「社会参加・身体活動・栄養（食・口腔）」

に関する情報の提供を広く周知し、主体的な介護予防の推

進を図る。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施「フレイル予防などの健康教育・健

康相談等」 

通いの場などに保健師等の専門職が関わることで、高齢者

に自らの健康状態について関心を持ってもらうとともに、

フレイル予防等の重要性を浸透させる。 

地域リハビリテーション活動支援事業 村内通所サービスにおいて利用者の自立支援と重度化防

止を図るため、作業療法士によるリハビリ支援を行う。 

地域包括支援センターの機能強化 

（再） 

地域包括支援センターが相談支援や介護予防ケアマネジ

メント、虐待防止、権利擁護等の機能を最大限に発揮でき

るよう体制整備と環境づくりに努める。 

地域ケア会議等の開催 個別ケースの検討により、高齢者個人に対する支援の充実

を図るため会議を行う。 
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生活支援体制整備事業 地域住民との対話を通じて、住民の暮らしぶりや地域の良

さ、地域・生活課題等の洗い出しを行い、地域住民と共に

情報を共有し、課題解決に取り組む。 

 

□□（2）健康づくりの推進 

健康増進計画推進事業 

 

昭和村健康増進計画に基づき、村民や関係機関・団体等と

一体となって村民の健康づくりを推進する。 

高齢者の健康づくり事業 生活習慣病の予防、健康増進、介護予防等について、正し

い知識の普及を図るため健康教育や健康相談を行い村民

の主体的な健康づくりを支援する。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施「フレイル予防などの健康教育・健

康相談等」（再） 

通いの場などに保健師等の専門職が関わることで、高齢者

に自らの健康状態について関心を持ってもらうとともに、

フレイル予防等の重要性を浸透させる。 

口腔ケア事業 口腔ケアは認知症の発症、身体機能の低下に関係性がある

ことから医師や専門職などによる口腔ケアの正しい知識

の普及啓発を行う。 

個別保健指導 健診結果を基に高齢者の健康管理のための保健指導を行

う。 

総合健診・各種検診事業 総合健診を始め各種がん検診等を実施し、村民の主体的な

健康管理を図る。 

 

□□（3）疾病予防の推進 

総合健診・各種検診事業（再） 総合健診を始め各種がん検診等を実施し、村民の主体的な

健康管理を図る。 

村診療所による施設健診 村診療所において基本健診及びがん検診を実施すること

で、受診機会の確保を行うとともに受診率向上に努める。 

後期高齢者人間ドック事業 75 歳以上の高齢者で、節目の年齢時に人間ドックを受診

する方に対し費用の一部を助成する。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施「糖尿病性腎症重症化予防・ 

その他の生活習慣病等の重症化予防」 

ＫＤＢシステムを活用し、医療・健診・介護の情報分析を

行い、支援対象者を抽出し、訪問による保健指導を行うこ

とで疾病予防・重症化予防を図る。 

個別保健指導（再） 健診結果を基に高齢者の健康管理のための保健指導を行

う。 
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定期予防接種事業 感染症等の予防と感染した場合の重症化リスクの軽減の

ため、定期予防接種の接種勧奨を行う。 

精神保健福祉事業 精神障がい者の方の社会参加と社会復帰を目指し、関係機

関や近隣町村と連携した事業を行う。 

自殺対策事業 心の健康に関する知識を深めるための講演会の開催や、支

援者の養成、国・県の相談先等の周知を行う。 

□ 

2 地域包括ケアの推進 

□□（1）高齢者を地域全体で支えるための体制整備 

高齢者生活支援ハウスの運営 一人暮らしや高齢者のみの世帯などで、自宅での生活に不

安を抱える方に対し、生活支援ハウス（居住棟）での居住

を提供する。 

緊急通報装置設置事業（再） 急病や災害等の緊急時に迅速かつ適切な対応を図るため、

高齢者及び身体障がい者等に対し緊急通報装置の設置を

行う。 

日常生活用具給付事業（再） 一人暮らし高齢者世帯や寝たきり高齢者のいる世帯に対

し、自動消火装置等の日常生活用具の給付を行う。 

生活支援体制整備事業（再） 地域住民との対話を通じて、住民の暮らしぶりや地域の良

さ、地域・生活課題等の洗い出しを行い、地域住民と共に

情報を共有し、課題解決に取り組む。 

地域ケア会議等の開催（再） 地域ケア会議による地域課題の発見及び解決や地域包括

支援ネットワークの構築等により地域包括ケアシステム

構築を目指す。 

地域包括支援センターの機能強化 

（再） 

地域包括支援センターが相談支援や介護予防ケアマネジ

メント、虐待防止、権利擁護等の機能を最大限に発揮でき

るよう体制整備と環境づくりに努める。 

認知症初期集中支援事業（再） 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み

慣れた地域で暮らし続けることができるよう、認知症の人

やその家族に早期に関わり、早期診断・対応に向けた支援

を行う。 

地域福祉計画の推進 地域福祉計画の推進のため、概要版をもとに地域での普及

啓発を行う。 
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□□（2）在宅医療・介護連携の推進 

奥会津４町村介護保険担当者勉強会 ４町村の介護保険担当者、県、医療・介護の専門職等の勉

強会を開催し、情報交換や各種研修等を行い資質向上を図

る。 

奥会津在宅医療・介護連携支援センター

や関係機関等との連携強化 

医療・介護の関係機関等の連携を強化するため、勉強会等

の機会を通じて、現状の把握、課題の抽出、解決策等の検

討を行う。 

 

□□（3）地域包括支援センター機能強化 

地域包括支援センターの機能強化（再） 地域包括支援センターの公正及び中立性の確保や地域ネ

ットワークの構築等を図るため、地域包括支援センターの

運営について保健福祉審議会を開催する。 

職員研修の実施 地域包括支援センターの職員等の資質向上を図る観点か

ら、国、県等が行う研修に参加する。 

地域ケア会議等の開催（再） 地域ケア会議による地域課題の発見及び解決や地域包括

支援ネットワークの構築等により地域包括ケアシステム

構築を目指す。 

地域包括支援センターによる関係機関と

の連携強化 

地域包括支援センターが行う総合相談支援や高齢者の権

利擁護などの業務を効率的に遂行するため、地域の医療機

関やサービス事業所、民生委員等との連携強化を図る。 

地域包括支援センター事業実施方針に基

づいた業務運営 

地域包括支援センターが果たす役割等を盛り込んだ「地域

包括支援センター事業実施方針」に基づく業務運営を行

う。 

 

□□（4）地域づくりへの支援 

援護を必要とする住民の見守りと相談支

援活動の推進 

民生委員や高齢者見守り支援員等と連携し、地域住民の生

活実態を把握するとともに、援護を必要とする住民の相談

に応じ、福祉サービスの利用についての情報提供などの支

援活動を行う。 

生活支援体制整備事業（再） 地域住民との対話を通じて、住民の暮らしぶりや地域の良

さ、地域・生活課題等の洗い出しを行い、地域住民と共に

情報を共有し、共に課題解決に取り組む。 

地域福祉計画の推進（再） 地域福祉計画の推進のため、概要版をもとに地域での普及

啓発を行う。 
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□3 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

□□（1）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施「フレイル予防などの健康教育・健

康相談等」（再） 

通いの場などに保健師等の専門職が関わることで、高齢者

に自らの健康状態について関心を持ってもらうとともに、

フレイル予防等の重要性を浸透させる。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施「糖尿病性腎症重症化予防・ 

その他の生活習慣病等の重症化予防」 

（再） 

ＫＤＢシステムを活用し、医療・健診・介護の情報分析を

行い、支援対象者を抽出し、訪問による保健指導を行うこ

とで疾病予防・重症化予防を図る。 

アクティブシニア活動支援事業（再） 高齢者等の自主的な活動を支援し、生きがいづくりや仲間

づくり、社会参加の場を創出するとともに、高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施のための環境整備を行う。 

 

第 5 介護サービスの充実 

□1 介護保険対象サービスの提供 

□□（1）在宅サービスの提供 

訪問介護（ホームヘルプ） ホームヘルパー（訪問介護員等）が居宅を訪問して、入浴、

排せつ、食事などの介護その他の日常生活上の世話などの

サービスを提供する。 

通所介護（デイサービス） デイサービスセンターなどで入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話の他機能訓練などのサービス

を提供する。 

短期入所生活介護（ショートステイ） 介護老人福祉施設などにおいて短期入所者に、入浴、排せ

つ、食事などの介護その他の日常生活上の世話などのサー

ビスを提供する。 

福祉用具貸与 居宅において、自立した日常生活を営めるように車いすや

特殊寝台などの福祉用具を貸与する。 

特定福祉用具販売 居宅において自立した日常生活を営めるようにポータブ

ルトイレや入浴補助用具など排せつや入浴に使われる福

祉用具の購入費の一部を支給する。 

住宅改修費支給 居宅において自立した日常生活を営めるように手すりの

取り付けや段差解消など小規模な住宅改修費の一部を支

給する。 



54 

 

居宅介護支援 居宅で介護を受ける要介護・要支援者の心身の状況、機能

などを踏まえ、介護（予防）サービス計画を作成するとと

もに、サービスの提供機関との連絡調整を行うなどのサー

ビスを提供する。 

 

□□（2）施設サービスの提供 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

入所者に、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、

食事などの介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び

健康管理等のサービスを提供する。 

 

□2 介護サービスの質的向上 

□□（1）介護基盤の整備促進 

事業所と連携した人材確保事業 介護人材を量と質の両面から確保するため、事業所と連携

し、新たな募集方法の検討、住宅の確保、県や他団体が実

施する研修の勧奨等に取り組む。 

地域ケア会議等の開催（再） 地域ケア会議による地域課題の発見及び解決や地域包括

支援ネットワークの構築等により地域包括ケアシステム

構築を目指す。 

介護ロボットやＩＣＴの活用事例の紹介 業務の効率化に向けた取り組み検討のため、介護ロボット

やＩＣＴの活用事例等を事業所へ紹介する。 

介護サービス事業所等による申請手続き

の簡素化 

業務効率化の観点から、介護分野の文書に係る負担軽減を

図るため、国が示す方針に基づき、申請様式・添付書類や

手続きの簡素化に取り組む。 

サービス提供事業者への指導・監査の実

施 

サービス事業者等の指導及び監査を行い、介護保険制度の

健全で適正な運営の確保を図る。 

 
□3 サービス提供のための体制づくり 

□□（1）介護給付の適正化の推進 

     適正化計画へ記載のとおり 
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□□（2）広報・相談体制の充実 

制度周知用パンフレットの作成、配布 制度周知用のパンフレットを作成し、介護保険の仕組みと

利用方法の周知・広報を行う。 

総合相談体制の充実 認知症、高齢者の権利擁護、高齢者虐待、健康相談・疾病

予防など相談内容が多岐にわたることから、村民が相談し

やすい体制整備を行う。 

地域包括支援センター等各関係機関にお

ける相談支援の充実 

地域包括支援センターにおいて、高齢者やその家族の相談

に応じ、サービスに関する情報提供等の初期相談対応、継

続的・専門的な相談支援を行う。 

 


